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· 本小論は、2012年1月21日に行われた私の最終講義の原稿をもとに、注をつけるなど若干の補足をしたものです。これとは別に、最終講義を録音し整理したものが、後に立教大学法学部「法学周辺」に掲載されます。

当日は、生憎の雨の中にもかかわらず、多くの方々が聴講されました。ここに厚くお礼申し上げます。

Ⅰ．はじめに

通常、最終講義としては、それまでの研究の総まとめ，あるいは、その時点で到達した研究水準を示す内容を披露するもののようです。
「経済法学」は、研究対象となる実定法としては、独占禁止法を中心とし、それ以外に、電気通信事業法や放送法、電気事業法など個別の経済規制法を研究対象とする学問です。しかし、経済法学の理論的な基礎、いわば総論あるいは原理論については、少なくとも日本では、残念ながら議論は不十分なままであると思われます
。私は、この意味での経済法総論をまとめたいと思ってこの数年間、研究を続けていますが、まだ途中で、今はそれについてお話することはできません。
また、今日は、久しぶりで大学に戻り、私の講義を聴くという方も多く見えられていますので、この最終講義を、「1972年～2012 年 私の研究と『経済法』の軌跡」と題して、私の個人史とからめて、そのときどきの社会・経済そして法律との関係で、重要な出来事をいくつかピックアップして述べることにしようと思います。
　賢人は歴史に学び、愚者は経験に学ぶ（ビスマルク）

私はもちろん「賢人」ではありませんが、「愚者」にならないように、自分の狭い経験・知識にとどまらず、時間的空間的に、より広い視野から考えるようにしたいと思います。

本講義の題に「軌跡」と入れましたが、社会・経済の歴史をいつもふり返ってみるということは、今の社会・経済、これからの社会・経済を考える上で、極めて重要だと思います。

社会・経済だけでなく、自分を知るためにも、たまに自分のこれまでの軌跡をふり返り、そこから今の自分、これからの自分を展望してみることが大事でしょう。
これからささやかですが、この40年間で特に重要と思われるトピックを２，３拾って、それらの現在における意義を考えることにしましょう。

Ⅱ．研究の出発点---1968年 「学生の反乱」
今日のテーマには、「１９７２年から」としましたが、その前のことも少し触れておきたいと思います。

私は、1969年、大学を卒業し、すぐ研究生活に入りました。その前年、1968年は、世界的に「学生の反乱」がもっとも激しく行われた年でした。

当時のことについては、『いちご白書』というアメリカ映画が1970年に公開されましたし、松任谷由実が「『いちご白書』をもう1度」という歌を作り、バンバンが歌ってヒットしましたので、何となく当時の雰囲気をご存知の方も多いと思います。もっとも、当時の私たちにとっては、アメリカのことよりも、パリの「五月革命」において、学生街「カルチェ・ラタン」を埋め尽くす学生たちの姿のほうが鮮明な印象を与えたものでした。
· 　私は、弱虫で意気地なしだったので、当時のはやり言葉で「ゲバ棒」を持ってデモをするなど、物理的に行動するタイプではありませんでしたが、大学当局に対する抗議行動やストライキ（一般学生にとっては授業放棄だけですが）などの運動を支持していました。
当時の学生の反乱は、大学に対してだけでなく、社会の全体的な支配体制を批判していました。その底流には、高度成長期が終わりかけているということが見えてきた中で、様々な社会問題があるのに、当時の社会党・共産党などの既成左翼が、社会の体制を批判しながら、実は体制に取り込まれてしまっているという批判があったと思われます。
いわゆる戦後民主主義が既に20年以上経って，高度成長も達成されつつあった中で、社会における多様な権力が、私たち個人をしっかり支配し抑圧している。しかも、それは、従来のような、直接的な、またはあからさまな形態ではなく、見えない形で、じわじわ真綿で首を絞めるような、ソフトな支配だという議論が、直感的に受け入れられたのです。
当時の私の一番表層的な感情としては、自分が社会とどうも調和できない、という気分が広くあったように思います。これは、若者がいつでも持つ感情かもしれませんが。

学生時代は好き勝手にできても、いざ社会に出ていかざるを得ないときに、選択肢は極めて限られていて、うっかりすると、いわゆる出世街道をひた走る、ということになりかねない、という危機意識もありました。後に、私たち世代が「団塊世代」として、いわば会社中心主義を素朴に肥大化させた張本人だと糾弾されるとは、当時は思いもしなかったのです。
当時の多くの学生を含む「新左翼」とも呼ばれる反体制派には、社会全体や諸組織に対する順応主義、コンフォーミズム（conformism）を感覚的に拒否する、という傾向があったように思われます。コンフォーミズムとは、同質的であることをメンバーに強要し、それを拒絶するものを迫害、冷遇するという社会原理ですが、これは明確に形をとっているわけではないので、余計やっかいなものです
。

　以上述べたことはかなり感覚的なことで、私の頭の中でうまく整理されていないことでした。そこで、「学生の反乱」からやや身を引いて（というほど近くはなかったのですが）、視野を大きくとり、あるいは歴史に学ぶという観点からは、資本主義という経済システムと自由との関係を少しでも明らかにしたい、という気持ちが強くなってきました。
ある偶然から、独占禁止法の勉強をする機会があり、その過程で、資本主義という経済システムが、市場における自由な競争を基礎としていること、また、その競争機能を活かすためには、独占禁止法が重要であること、などを知りました。そこで、独占禁止法を中心として、経済法の研究をしようということになったのです。

Ⅲ．八幡・富士合併事件(1968～70年)

1968年、当時の製鉄産業のトップ八幡製鉄と2位の富士製鉄が合併を発表し、独占禁止法上の合併規制に触れるのではないかということで、大きな議論を捲き起こしました。経済法学者のみならず、経済学者の多くもこの合併は、日本の製鉄産業における競争を消滅させることになる、独占禁止法15条の合併規制に違反する、と反対しました。

　この合併計画に対しては、当時の自民党幹事長であった田中角栄などが強力に支持し、独立行政委員会である公正取引委員会に対し、政治的プレッシャーを露骨にかけました。紆余曲折の末、公取委は、形式的には独禁法違反として筋を通しましたが、その実質は、競争事業者への事業譲渡など、わずかな排除措置を命じただけで合併を承認したのです。
これによって、1社が突出した規模と市場支配力を持つ、いわゆる「ガリバー型寡占」と言われる市場構造になり、新日鐵は、その後しばらくの間、日本の鉄鋼業を支配し続けました。当該産業において、競争が十分行われず、新日鐵主導の協調的寡占市場になったので、独禁法違反という合併反対論の指摘が的を射たことになります。

本合併当時、米国のUSスティールという巨大鉄鋼会社があり、合併推進派から、国際競争力を得るためには強力なリーダー企業が必要であり、この 合併によってもUSスティールの規模に追いつかない、などと主張されました。しかし、USスティールは、その後、韓国・台湾等の新興企業との競争に敗退し、業績悪化で衰退しました。同様に、日本の製鉄事業者も、台湾・韓国等の追い上げを受け、各企業は、経営の多角化、特殊技術ないし高度技術に基づく少数の鉄鋼製品で生き延びる道を歩むことになります。

企業規模が巨大にならないと、国際競争力をもてないという俗説が，その後も猛威をふるい続けます。その頃、「メガ・コンペティション」(巨大企業間の競争だけが生き残る)などという用語がもてはやされました。

2005年、総務大臣になった竹中平蔵氏は、「なぜ日本に米タイムワーナーのような巨大メディア企業が存在しないのか」、「米タイムワーナーの売上げは1社で4兆円と日本の放送業全体の売上げに匹敵する。通信と放送の融合を進めれば双方にメリットが生まれ、新しい産業が興る」、と繰り返し述べて、「通信・放送の在り方に関する懇談会」を設置し、通信と放送の融合を強引に進めようとしました。

通信と放送の融合については、私は何度も検討しており、最近出した本でも触れています。ここでは、米国のタイムワーナーを手本にしたということを問題にしたいと思います。タイムワーナーは、ケーブル会社であり、2001年に、インターネットのプロバイダーであるAOLを高値で買収しましたが、AOLは加入電話回線+モデム（ダイアルアップ）という古いタイプのユーザーを多く抱え、この買収は失敗でした。同社は2009年、AOLを分離・スピンオフし、現在はケーブル事業、映画等で経営は好調のようです。つまり、企業買収で大きくなったから、経営がうまくいったわけではないし、通信と放送の融合が進んだのでもないのです。

今、就活をしている学生諸君も、大企業の方がいいとか，名前が知られている企業に就職したい、などと考えているなら、是非考え直して欲しいものです。

Ⅳ．新自由主義（neoliberalism）
私は、研究者になって3年半後の1972年11月、立教大学に奉職することになりました。最初の5年間は助手時代の研究を継続し、1975～1977年にかけて、「ドイツ『経済制度』理論史（1）～（7）」を国家学会雑誌に掲載しました。私は20代の大半を、この論文で費やしたことになります。

　この論文の後半では、ドイツの新自由主義を対象としています。一口に新自由主義といっても、極めて多様な流れがあり、私が研究した新自由主義は、オルド自由主義またはフライブルク学派とも呼ばれ、戦前のナチス期に始まり、戦後初期のドイツの経済政策に大きな影響を与えました。しかし、今日はその詳細は割愛します。

今日、新自由主義といえば、1980年代に有力となった英米の経済学を指すことが多いようです。シカゴ大学のミルトン・フリードマンがその代表者で、さらに、米国のレーガン大統領、イギリスのサッチャー首相、日本の中曽根康弘などは、新自由主義に基づく諸政策を実行したとされています。第2次大戦後、先進諸国は、ケインズの影響の下に積極的な財政政策を遂行し、また福祉国家などの思想の下に経済に対する国家の介入が広がっていたのですが、新自由主義者はこれらを厳しく批判しました。
これら広義の新自由主義は、市場原理に任せられることについては極力、国は手を出すべきではないとする考え方で共通しており、これ自体は正当な考え方です。

しかし、市場原理が有効に機能するためには、様々な前提を整備することが必要です。

第一に、独占禁止法が重要であり、同法が目的とする「公正かつ自由な競争」秩序を経済制度の基礎にすべきだと考えられます。新自由主義の多くの論者は、独占禁止法による規制をすべて不要とする(ハイエク)、あるいはカルテル規制だけで足りる（シカゴ学派の多くの論者）とする点で疑問です。
第二に、自由な競争は、基本的な経済秩序として、市場経済の基礎を作っているものですが、これはもともと完全には機能し得ないものです(後に「市場の失敗」として述べます)。

第三に、自由な競争だけでは社会・経済の方向を決められるものではなく、民主主義に基づく政治が一国の、さらに世界全体の進むべき道を明示し、それに従って、各国が自覚的に社会を形成していくべきです。

各国間の豊かな交流・相互扶助を進めることを通して平和を維持し、地球規模の自然環境を守り、作っていかなければなりません。具体的には、例えば農業、漁業、林業などは、自然環境の維持、人々の健康、食生活の安全を第一次的に目的として、各国がそれぞれに適した法制度・政策を工夫すべきです。

製造業や流通業も、実は、これと同様に、自由な競争秩序の前提を作る政策・制度が重要です。例えば、自然保護やリサイクル、「社会的費用」などをまず考えた上で、何をどういう原料で、どういう過程で作り、流通させるかを決めることが必要です。

　翻って、市場原理においては、すべては価格に収斂します。しかし、このような市場原理は、上記の諸価値が制度的に担保された後に、機能させるべき事柄です。
ここまでは、何も私の独自の意見ではなく、かなり前から多くの論者が主張してきたことであり、また実際に政策・制度において実現しつつあるものも少なくありません。

それらのうち、公害防止・環境維持のための諸政策・制度などは、次に4大公害について触れますが、実に多くの被害者の犠牲において、あまりにも遅く実現したことも多くあります。しかも、今日でも、不十分な形でしか実現していない、とも付け加えるべきでしょう。
Ⅴ. 公害事件
4大公害事件とは、水俣病、新潟水俣病、四日市ぜんそく、イタイイタイ病を指します。その訴訟については、次のように始まっています。

1967年、新潟水俣病の患者が昭和電工に対し，損害賠償請求訴訟を提起。

1969年、熊本水俣病患者・家族112人がチッソを被告として、熊本地裁に損害賠償請求訴訟を提起。
1971年、新潟水俣病一次訴訟＝新潟地判昭和46・9・29。

その後、四日市ぜんそく訴訟＝津地判昭和47・7・24など原告(被害者)勝訴が続く。
この新潟地裁判決は、民法上の不法行為の立証責任について、排出企業側に多くを求め、疫学的アプローチを採用した画期的な判決です。前記の新潟水俣病一審判決は米倉明『法学入門』（東京大学出版会、1973年）に取り上げられ、私はこの部分を素材に1年生向けの基礎文献購読，その後の法学入門で用いました。

1969年、四日市海上保安部の（故）田尻宗昭氏が、石原産業が海に垂れ流した硫酸を発見、自分の目、耳、足で現場を確認し、全国初の“海の公害犯罪”を摘発しました。同氏は、これを基に、『四日市・死の海と闘う』 （1972年、岩波新書、惜しいことに品切れ）を公刊しました。そこでは、生き生きとした描写、同氏の沈着、粘り強い性格、公害企業との交渉等がよく書かれており、これも基礎文献購読で取り上げました。
本書の公刊後、同氏を立教にお呼びして講演して頂いたことがあります。一見すると地味で、もの静かな方ですが、しかし少し話してみると強靱な精神力をうちに秘めているという印象を持ちました。

私も、これらの公害事件の進行をみながら、法律家として研究したいと思うようになりました。当時、立教の先輩で､当時既に環境法について深く研究をされていた淡路剛久先生のご紹介で、（故）都留重人氏、宇井純氏、中西準子氏らと研究会に参加いたしました。

その成果として例えば、　舟田「公害規制法としての下水道法」公害研究７巻１号18-25頁（昭和52年＝1977年）があります。下水道の整備の方向として、生活汚水よりも、工場排水(有毒物質を含む）が問題であり、工場排水を下水道に排水させる前に、自己処理させるべきだと主張したものです。
なお、下水道問題については、建設省の研究会にも参加しましたが、当時、1人の建設省の職員が、同省を批判する立場を一貫してとっていました。私は、彼に多くを教えられ，上記の論文にまとめることにつながりました。彼は、最近の例で言えば、元経産省の古賀茂明氏と同様の立場だったのです。
行政庁には多くの優秀な人材がいますから、当該行政庁の基本方針と異なる意見を持つ者が出てくるのは当然であり、彼らが組織の中で外に向かって発信せず閉塞したままでいるか、または組織から追い出される、というのでは、国民にとって損失です。その後も、私は行政庁や企業の方々の中で、そのような立場にある人々とお付き合いし、「なるほど、そういう考え方があるか」などと随分教えられましたが、彼らの多くは日の当たらない閑職に回されました。行政の中で、彼らの独自の考え方、能力を活かす工夫をして欲しいものです。
　
Ⅵ．石油危機（1973年・1979年）
１．石油危機と「日本的経営」

1973年（昭和48年）、第4次中東戦争が勃発し、石油輸出機構（OPEC）加盟の産油6ヶ国が、原油価格を約4倍と大幅引き上げました。当時の日本では、前年からの列島改造ブームによる地価急騰で急速なインフレーションが発生していましたが、この石油ショックでさらに物価が急上昇し、「狂乱物価」という造語まで生まれました。翌74年、日本経済は、戦後初めてのマイナス成長を経験し、高度経済成長がここに終焉を迎えたわけです。
石油危機でもっとも大きなダメージをうけたのは、アフリカなど発展途上国、東欧コメコン諸国です。同時に、欧米など先進諸国においても、既に進行していたインフレが加速し、しかも、失業率が急激かつ大幅に上昇するという、いわゆるスタグフレーションが発生しました。
　欧米と異なり、日本だけがいち早く石油危機から脱し、80年代の「経済大国」への道を突き進むこととなりました。そこで、当時は、日本的経営、日本的生産方式などが喧伝されました。終身雇用、企業内組合、年功序列など、各企業内に閉じた雇用関係と経営者の育成方式が、強い競争力を生んでいると主張されたのです。

しかし、今日の経済学からの分析によれば、日本では、欧米と異なり実質賃金が下がったこと、技術革新の波があったことなどが、危機脱出に導いたのではないかという理解が多いようです。低賃金の労働者の下支えがおおきかったということでしょう
。

２．石油価格カルテル刑事事件の最高裁判決（1984年）

原油を輸入し、精製して各種の石油製品を作る石油精製・元売各社は、石油業法（昭和37年制定、平成13年廃止）の下で、(旧)通産省の行政指導を受けつつ、生産数量調整と価格カルテルを行っていました。

上記の第1次石油危機前後の数次にわたる原油の値上げに対処するため、元売12社が価格カルテルを結んで一斉値上げを実行、同時に、通産省と石油連盟による生産調整も行われました。石油危機によって多くの国民・企業が苦しんでいる間に、これら石油元売各社は、カルテルによって値上げをすべて転嫁していたのです。
これらのカルテル行為は、公取委審決で違法とされ、同時に、刑事事件では、価格カルテルは有罪（最判昭和59・2・24）、他方で、生産調整は、独禁法違反だが、「違法性の意識を欠いていた」ので無罪とされました。（東京高判昭和55・9・26）。

　同判決は、石油元売り各社とその社員を有罪にした、という点に注目が集まりました。たしかに、独禁法違反行為に対し刑事罰が下された、実質的に初めての事件として重要です。
この価格カルテル刑事事件の最高裁判決に関し、私は、新聞の判決コメントを初めて経験しました
。　コメントは、本判決の重要性を説き、「通産省の介入はあったとしても、業界の違法なカルテルはあったと明確に指摘しており、妥当である」としたものです。

しかし、表題である「行政指導の範囲明確に」は、明らかに間違いでした。後に公表した論文で詳しく説いたように、本判決によって、行政指導の範囲が明確になったということはない、また、行政指導に協力すれば違法ではなくなる、という可能性を示したものであって、妥当ではないと考えられます。この「行政指導協力理論」は、通産省の行政指導を援護するような内容であり、批判されるべきものであったわけです。

コメントの内容それ自体は、する前にファックスで確認しましたが、新聞の見出しは私は関与していなかったもので、見出しは、担当記者や編集部ではなく、特別の部署で考えてつけるシステムだという事情をあとで聞きました。

Ⅶ．経済大国　→　規制緩和　・　バブルの崩壊　
１．政・官・産 ＝「鉄のトライアングル」

　石油危機当時の首相であった田中角栄が、1974年、いわゆる「田中金脈問題」で辞職し、代わってクリーン三木と呼ばれた三木武夫が首相となりました。この三木政権の下で、始めて独禁法を強化する改正が行われました（1977年）。前記のような独占禁止法違反を行った石油業界とそれを後押しした通産省を厳しく批判する世論をふまえ、多くの独禁法研究者の努力もあって公取委の主導による改正を進めることができたという事情がありました。

下に、「鉄のトライアングル」を図にしてみました。極めて不完全な図ですが。この「鉄のトライアングル」という言葉は、建設・土木を中心とした談合事件が大きな問題になっていた10数年前、ある外国の記者からインタビューを受けたときに、彼女が使った言葉で、米国でも古くから多様な文脈・意味で用いられてきたもののようです。談合に関するトライアングルとしては、公取委が2002年制定の官製談合防止法について示したものがあります
。
図1　「鉄のトライアングル」（主として、経済的規制を念頭に）
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図2　　公取委の官製談合に関するウェッブサイトからの図
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公取委による、談合に関する「鉄のトライアングル」図２は、違法行為に関するものです。これに対し、図１には、必ずしも違法または不正ではなく、むしろ望ましい関係も書かれています。特に、「情報提供」や「政策提言」が、ガラス張りの形で行われ、国民を含めた公論をふまえて、政策なり規制なりが行われるようであれば、まさに民主主義的な過程でしょう。これに対し、図１の中の、「利益提供」、「天下り先提供」、「献金」、「選挙の応援」など、政・官と産の間が、直接的な利益によって結ばれることには注意すべきでしょう。
図１にあるような政・官・産のトライアングルは、田中金脈以降も、各種の不祥事を生みました。例えば、1976年にはロッキード事件で田中角栄逮捕（1審・2審の有罪判決に対し上告中に死亡）、1987年頃からの東京佐川急便事件や、1988年に起きたリクルート事件などです。

２．「行財政改革」と民営化・規制緩和
1975年からは国債の大量発行が始まり、赤字国債増発が続き、財政赤字が急速に膨れあがり、「行財政改革」の気運が高まります。1981年 、「第二次臨時行政調査会」（「第2次臨調」とも呼ばれる）が設置され、翌年、首相となった中曽根康弘は、5年近くの長期政権の間、行財政改革については見るべき成果は出せなかったのですが、3公社の民営化、「中曽根民活」等は強引に遂行しました
。

3公社の民営化については、1985年、電電公社の民営化、同時に、電気通信についての制度改革（競争原理の導入）を法制化しました。続いて1986年、国鉄の民営化、同様に鉄道事業法の制定がありました。郵政改革は、さらに大きな政争を呼んで遅れ、今日の揺り戻しの是非論に至っています。中曽根政権下では、その他、土地開発等についての規制緩和が行われ、次に述べるバブル景気をもたらすことになりました。
３．バブル景気から崩壊まで(1986年～1991年)

　80年代、米国の「双子の赤字」（財政赤字と貿易赤字）という状況に対し、日本は毎年膨大な貿易黒字をあげ、対外債権が急増し、米国の批判もあって、政府は、内需拡大、産業構造の転換を打ち出します。具体的には、住宅対策、都市再開発、消費生活の充実（労働時間の短縮）、地方の社会資本整備、経済のサービス化、流通・金融市場の開放、などです。そのために、各種の規制緩和の推進、呼び水効果としての財政上のインセンティブの付与、住宅減税の拡充・強化、いわゆるリゾート法による地方の開発促進などが推進されました。
これらと並んで、円高不況対策として、金利が戦後最低の水準に引き下げられ、土地開発等についての規制緩和とこの長期の金融緩和が重なってバブルが発生しました。当時の金融機関は、こぞって不動産投資等に融資を行い、これがいわゆる大量の不良債権を生んだたことは周知のとおりです。

４．「外圧」に後押しされた規制緩和と独禁法強化
80年代中頃から、新自由主義（前出のシカゴ学派）に基づく経済政策論が主流となる中で、日本では，米国や英国とは逆に、競争政策が重要視され、独禁法の適用除外規定が順次廃止され、それ以外の産業政策においても、例えば電気通信産業や運輸産業などの諸分野において、競争政策をふまえた政策がとられるようになります。その背景には、いわゆる「外圧」が大きく作用しました。

「日米構造協議」（1989年から1990年）では、日本経済の閉鎖性と排他性が問題となり、米国は、規制緩和と独占禁止法の執行強化を要請しました。これを受け、課徴金算定率の引き上げ、独占禁止法違反の罪に対する罰金額の引き上げ、独占禁止法の適用除外を定める各種の法律・規定の廃止などが行われました。

規制緩和の動きについては、1993年の経済改革研究会（平岩研究会）報告は、「経済的規制は原則自由に、社会的規制は自己責任を原則に最小限に」と打ち出し、次の村山内閣では、住宅・土地、情報・通信、輸入促進・流通、金融・証券保険が「重点4分野」とされ、それ以降、 行政改革委員会(1994年)、行政改革会議(1996年)、規制緩和委員会(1998年)と続くことになります。これら金融や情報通信等の個別分野についても、米国からの意見・要求が行われました。

規制緩和の仕上げは、小泉内閣（2001年から2006年）における金融改革、郵政民営化、道路公団民営化、各種の経済的規制や社会的規制（特に、労働者派遣法の規制緩和）についての規制緩和でした。

５．規制緩和についての私の基本的スタンス 
この間、私は、特に電気通信分野の規制緩和について、旧郵政省の審議会などで、積極的に関与し、多くの論文をまとめました
。その他、国鉄民営化、電力における競争原理の導入などについても、いくつかの論文等を公表しました
。

そこでの基本的スタンスは、単なる規制緩和・撤廃、自由化は、必ずしも競争促進には結びつかない、特に被害を受けるエンド・ユーザー、中小企業の利益を損なうおそれがあるから、公正かつ自由な競争が可能になるような緻密な制度設計が重要だ、ということです。この点は、後に再論します。
Ⅷ．規制緩和から「規制改革」へ

１．規制緩和の見直し＝規制改革

政府内の規制緩和にむけた組織としては、前記の第2次臨調以降も、行政改革推進本部・規制緩和委員会、1999年、規制改革委員会に名称変更、以降、総合規制改革会議、規制改革・民間開放推進会議、などが続きます。特に、その後2007年に始まる規制改革会議は、行き過ぎた経済合理主義に批判が高まり、見直し論が起こったことへの対応という面があったようです。

その背景には、当時の世界の趨勢として、先に述べた新自由主義から、1997年に英国の首相になったトニー・ブレアらの｢第三の道｣への転換が有力になったことがあるとも言われました。

２．貧困・格差問題
この見直しの具体的契機になったのは、新しい形での貧困問題の発生や地球温暖化問題などに積極的に取り組むことが要請されたのです。
1990年頃からの、「平成不況」の下でのリストラ（解雇）の増大、労働環境の悪化（長時間労働、「過労死」問題）などが顕著になり、「ワーキング・プア」という新語が世界的に使われるようになり、「格差社会」(2006年、新語・流行語大賞の第6位)、「市場原理主義」への批判も強まってきたのです。
地球温暖化への対応を定めた、いわゆる京都議定書が1997年に成立し、その実現のための国内法制化が多くの議論をよんだこと、CO2削減のために原子力発電所の新規を進めるべきだという主張（「原子力立国計画」）が有力になったことは、記憶に新しいところです
。

３．消費者の権利の実現に向けて

環境問題とともに、より強い規制が要請されると主張されたのが、消費者問題です。平成不況が深刻化する中で、多くの消費者被害やトラブルが起こり、また、悪徳商法とも呼ばれる、和牛商法、霊視、霊感商法、モニター商法、証券取引被害、変額保険被害など、全国的に多くの被害を引き起こしました。例えば、2006年に明らかになったパロマ瞬間湯沸器事件では、長期間にわたり死者２１人、重軽症者３６人を出していたことが分かりました。
強い世論を背景に、2000年には、消費者契約法がようやく制定され、また、訪問販売法が改正され、特定商取引法となり、数次の規制強化が図られてきています。もっとも、特定商取引法の改正は、毎回最低限の規制強化にとどまっており、これでは、「被害の後追い規制だ」と批判されています。2004年には、消費者保護基本法に代わって消費者基本法が制定されています。当初は消費者の権利の具体化が目指されたのですが、できあがった本法の規定では、「保護」が削られただけで、政策の基本的な方向を示す宣言としての意味しか持っていない等々と批判されています。いずれも、産業界の抵抗を考慮した法律であって、不十分な内容 だということです。
2008年には、輸入した米穀のうち、残留農薬やカビなどで食用には適さないとされた、いわゆる「事故米」が食用として流通していたことが発覚しました。これも関係者からの通報によるものですが、農水省が5年間も調査を行い問題ないとしていたことから、業者との癒着もうかがえるものです
。

４．偽装問題

また、今世紀にはいってから明らかになった、いわゆる各種の「偽装」事件、あるいは事故隠しも、その多くは消費者被害をもたらすもので、社会的な批判を浴びました。三菱自動車のリコール隠し(2000年、2004年)、数多くの食品の偽装表示事件、例えば、2002年の雪印食品事件、日本ハム事件などから、2007年の船場吉兆事件、各種のうなぎ産地偽造事件に至るまで数え切れないほどです。
なお、同じ偽装でも、2006年、偽装請負事件がキヤノン、トヨタグループ、松下グループなど大手製造業を中心として発覚した偽装請負は、労働者が被害者になったものです。これは、労働者派遣法の規制緩和がもたらした病理であり、本法の「規制の失敗」が背景にあって、企業がそれを悪用して、労働者の利益を侵害した、という性格を有していると思われます。

Ⅸ．競争と規制　
１．「市場の失敗」と「規制の失敗」

経済学では、「市場の失敗」（Market failure）があるから規制が必要であると説かれています。他方で、規制緩和の主張は、「市場の失敗」をもじって、「規制の失敗」（Regulation failure）も大きいというものであり、どちらも正鵠を射ていると考えられます。

すなわち、市場における競争も、公的規制
も、どちらも不完全なものです。

（１）市場の失敗
前者（「市場の失敗」）の問題としては、第一に、独占・寡占による競争の制限、すなわち市場支配力の問題、および、取引上の力関係の違いから生まれる力の濫用、第二に、情報の非対称性（特に、企業と消費者の間）、第三に、外部性の存在（特に、自動車などが「社会的費用」を負担しないので、過大供給になる）、第四に、費用低減産業（地域通信網、電力における送配電網など）、などがあります
。

（２）規制の失敗

後者（「規制の失敗」）の古典的議論としては、例えば虜（または捕獲）（Capture Theory）理論があります。規制される事業者が、規制する行政庁（その担当者）を虜にしてしまう（＝取り込んでしまう）、つまり、規制者が本来規制すべき利益集団を逆に擁護することになってしまうという、という議論です。

規制を受ける事業者は、当該事業についての専門的な知識を独占している、などの優位性があるということと並んで、「規制は業界によって買収され、主として当該産業の利益のために策定・運用される」
。「政治的権力を求める産業は、それに適した売り手、いまの場合は政党にたよらなければならない。」
　そこで、資金提供、選挙応援などの手段が用いられることになります。

同じことが日本では、官と民の不当な癒着として議論されています。日本では、天下り先を提供する、などの特殊性も強調されています。
（３）多元主義・民主主義
規制される企業側が、規制する側に働きかけ、強い影響を与えるという議論は、米国の多元論（pluralism）の下ではむしろ積極的に評価されます。各種の利益集団の政治力が政治過程に作用することによって、具体的な立法、政策立案、規制が生まれる、これが民主主義だという考え方です。

このような考え方は、規制は、「公共の福祉」のために行われる、という従来型の議論と原理的に対立します。ここには、米国で有力な多元主義と民主主義の関係をめぐる議論がありますが、ここで，この問題に立ち入ることは控えましょう
。

しかし、次のことだけは指摘しておく必要がありましょう。特定の利益集団の利害をナマのままで反映した規制は、それに対立する利益集団や，それ以外の一般大衆の支持を得ることはできず、力の闘争だけになってしまいます。民主主義の仕組みから言えば、各種の利益集団の政治力が政治過程に作用する手続、具体的方法は、透明かつ公正な形態に限られるはずです。それらの正当な手続を経る過程で、規制のあり方について特定の利益集団の利害が反映した主張には、何らかの社会的な説得力を持った理論武装が伴う必要があり、それをめぐる議論がまさに「公論」と呼べる実質を持って決定されるとき、単なる特定の利益集団のための規制という実質が変わるはずであり、それがまさに民主主義的な政治過程であると考えられます。

その議論の過程で、特に、全体の競争秩序との整合性と、消費者の利益に合致するか否かが問われるべきであり、ここに私たち法律家が議論に参加することの意味もあるのでしょう。
以上の点については、多くの論点がありますが、今日は、「市場の失敗」論と「規制の失敗」論はともに正当な側面がある、つまり、市場競争も規制もともに不完全であるということを前提に制度設計と運営を行うべきだということを指摘しておきたいと思います。

（４）競争の前提

市場における競争と規制の関係については、多くの論点がありますが、ここでは、競争の前提を精密に設計する必要があり、そのための規制が増えるのはやむを得ないことだ、ということを強調しておきます。

まず、自由かつ公正な競争を確保するための規制が必要です。例えば、電力の送電網は「不可欠施設」としての性格をもっていて、独占にならざるを得ませんから、それを競争事業者に平等に使わせるための規制が必要です。各産業の特性に合わせて、消費者の利益なり、環境維持などの合理的な社会形成のために、各産業の特性をふまえた微妙な仕掛けを工夫しなければならないのです。「市場の失敗」を補正するための規制ということもできます。

2番目として、そこで生まれる競争と取引をコントロールする独占禁止法の適正な機能が必要です。

そして3番目に、市場における競争が機能するためには、そこでのプレーヤーが市民としての健全な倫理をもった人々であることが必要です
。

これら３つの要素がそろったとき、はじめて「公正かつ自由な競争」秩序が実現すると考えられます。「自由」はこうした前提の上で、はじめて実質的な自由となると言えるのです。
実際に、規制緩和が推進された米国でも、規制は増えていますし、日本でも同様です。これはやむを得ないことで、むしろ規制の失敗をふまえて、国民の利益に役立つように規制を改善することに傾注すべきです。

では、どういう規制の改善、改革が望ましいか。これは多くの論点があり、具体的な産業ごとに検討すべきであり、今日はこれに立ち入って議論することはできません
。
２．生身の人間の行為　
（１）さきほど、市民としての健全な倫理をもった人々がプレーヤーになることが必要だと述べました。競争も規制も、突き詰めれば、生身の人間が行うものだということに留意することが肝要です
。市場における競争は、「完全に自動的な、盲目的なプロセスではなく」、個々の取引における、「すべて個人の意識的な努力の相互作用の結果」です
。
すなわち、競争は、市場メカニズムなどと呼ばれて無機的な、あるいは経済原則に従って自動的に動くように感じられますが、経済学のモデルはともかく、実際は、競争は個々の取引の連鎖から、あるいはそれらの相互作用から生まれるものです。そして、取引は、具体的な人間間の交渉、情報の交換によって行われるものであり、それは必ずしも経済原則に従って自動的に行われるだけではなく、取引の相手方とどういう会話をするか、取引の相手方との従来の取引経緯、第三者の評価を参考にするなど、どれだけ比較購買の努力をするか等々、価格情報以外の様々な要素が入り込むものです
。
（２）消費者から商品について何か不都合なことがあったなどの情報提供やクレーム、あるいは対策についての質問があったとき、それに対する企業の対応が重要です。そのような場合に、企業の担当者がどう対応するか、これは各企業においてシステム化されているのでしょうが、同時に、生身の人間の行動としても表れるということです。
生身の人間として、「また常習犯のクレーマーが現れた」と煩がること、あるいは、自分(自社)には責任がないと逃げることに関心がいってしまうことは、最悪です。例えば、最近の例では、「茶のしずく石鹸（せっけん）」の小麦由来成分によるアレルギー発症問題において、消費者被害があってからの対応の遅さが批判されています。
とにかく、「売りっぱなし」、「買いっぱなし」ではなく、商品・サービスに問題が生じれば、消費者は売り手に遠慮なく質問や意見をいい、売り手の側の社員も真摯に対応する、企業の中でそのような消費者との対話を大事にする、ということだと思います。
消費者に対し、企業の取引担当者が誠実、適正な対応をするか否かは、いわゆるコーポレート・ガバナンスの問題でもあります。　しかし、これは違法行為あるいは消費者との紛争を防止するということだけでなく、企業の各担当者が、自己の良識にしたがった行動をとることを許容するような企業内部の仕組みが必要だと思います。
（３）行政庁と消費者・国民の間でも，同様に、個人と個人の真摯な対話が重要です。
行政庁が国民に対し各種の行政サービスを行う場合は、個人と個人とが相対することになります。この場合に限らず、行政庁が企業に対し経済的規制を行う場合も、個々の担当公務員が規制を受ける企業の担当者と直接やりとりすることになりますし、また、規制は間接的に消費者ないし国民に影響を与えるものですから、消費者からの個別の質問や苦情・主張などに対し行政庁とその担当公務員が真摯に対応することが必要です。
規制の実際において、行政庁の個々の担当者の個人的考えや利害を反映することも少なからずあります。したがって、彼の能力、個性が発揮されるように、しかも、担当者の私的な利害のために行政をするものではなく、国民のためを考えて政策を立案、実施する、ということを担保する仕組みが必要です。
そのためには、
第一に、各公務員が、自分の私的な利害を離れ、かつ自分の良識と自主性に従った判断と行動を許容するようなインセンティブを与え、それについて保障する仕組みが必要です。

例えば、公務員の終身雇用、それも年金がもらえるまでの雇用を確保しないと、天下り先を心配するのは当然です。従来は、民間企業よりも早く退職し、天下りすることを前提に、行政庁内部の職制が作られてきたので、これを改めないと、天下り禁止を言うだけでは不十分です。
立花隆氏は、「『官僚悪者論』は的外れだ」とし、「官僚を単なる行政執行者にしようとする『政治主導』は、日本にとって不幸だ。官僚は政治家に比べれば、はるかにモラルも高いし，何よりも日本という巨大なマシンを動かす専門家集団だ」、と述べています
。
専門家である官僚の能力を十分に発揮させる仕組みを再検討すべきでしょう。
第二に、内部的および外部からチェックする仕組みが必要です。この点については、私企業でも行政庁においても、様々な議論があり、制度化されているものも多くありますが、今日は割愛します。
Ⅹ．おわりに ---- 個人の主体性と個人間の協働

１．顕名主義のすすめ

今日は、私が前々から思っていることですが、「顕名主義のすすめ」みたいなことを述べたいと思います。顕名は、匿名の反対語で、行政庁がある規制を実施するとき、あるいは、企業がある取引をするとき、責任者の名前を明示するということを提案するものです。
これまで、組織の内部では、名前で働いているわけですが、外との関係では行政庁の1員として、あるいは会社の社員として、というのが従来のスタイルです。

あるとき、ある通信会社の方から、「学者は大変ですね。我々は組織の一員ですから、気楽です」と言われたことがあります。たしかに、私たちの論文はもちろん名前を出して公表しますし、官庁での会議は今はすべて名前付で議事録が出ますから、発言するときはちょっと気をつけます。

同様に、公務員や、企業で働く社員も、組織の1員として行動すると同時に、自己の名前で自己の責任で行動することが大事ではないでしょうか。

これによって、組織の１員として外部と交渉・取引する場合でも、各人の主体的判断がより活かされるような気がします。

問題は、自分の判断と組織の判断に食い違いが生じる場合にどうするかです。組織は、基本的に指揮命令系統に基づいて動いていますから、最終的には上司の判断が優先します。しかし、判断の食い違いを組織内で十分議論すること自体が重要です。

それでも、稀に担当者各自の判断として、組織(上司)の判断は不当だと思うことがあるでしょう。特にシリアスな問題となるのは、組織の判断が社会的に不当または違法であると考えた場合です。

この場合には、組織への忠誠心と、1市民としての良識、見識が対立することになります。
２．内部告発
近年、企業だけではなく、国・自治体、その他の法人(例えば大学法人)の不祥事が内部の者(労働者、取引先、学生など)からの通報により相次いで明らかにされる事例が注目されてきました。

日本で初めて問題になったのは、おそらく、1974年にトラック業界のカルテルを告発したトナミ運輸元社員串岡弘昭が、32年間も閑職しか与えられなかったという事例です。このほか、さきに、多くの「偽装」、あるいは事故隠しの事例をあげました。これらの多くは、社員などの内部告発から明るみに出たものです。
最近のオリンパスの事件は、これらとは逆に、10年以上誰も情報を漏らさなかったことから、傷を深めた事例だといえましょう。

2004年にようやく成立した公益通報者保護法は、内部告発を「公益通報」と言い換えて、通報者が会社内で不当な扱いを受けないように保護する法律です。本法に対しては、多くの厳しい批判がありますが、今日は触れないことにします。
３．この内部告発は、極めてシリアスになってしまった場合のことですが，それに足らない程度の個人と組織が対立・衝突するケースは、どの組織でもしばしば見られることでしょう。

資本主義システムは、企業と経営者・労働者、消費者が、それぞれ自由に主体的に判断し行動することを保障するものであるべきです。
　しかし、そのための様々な仕掛けが必要です。それは法律上の工夫もあるでしょうし、各組織内の制度作りの問題もあるでしょう。特に、取引主体の大部分を占める企業においては、社員が、それぞれ主体性をもって、企業活動に関与する内部的仕組みが要請されます。しばしば、日本の組織の特徴は、欧米と異なって「現場主義」にあると説かれることがありますが、それは製品の生産・管理等についてのことに限られ、経営の重要事項等について指揮命令の上下関係をあまりに硬直的に運営し、外に対しオープンでないことが問題であるように思われます。

いろいろな論点があるでしょうが、ここでは個人間の協働が重要だという，当たり前のことを指摘しておきたいと思います。企業内の仲間、あるいは職場を離れた個人間の付き合いの中で、各自が自分の行動を検討し、見直す、あるいは仲間から知恵をもらう、勇気をもらう、ということが，実は大きな力になるということです。

おわりに
3.11の東日本大震災・福島第一原発事故について、誰かが「これで、戦後と近代が終わった」、と言っています。 

　「前の時代も今の時代も、原子力で終わった。2発ともアメリカ製でね。」 

最近、『チャイナ・シンドローム』（79年米）という映画を見直しました。これが驚くほど東電事故隠し事件（2002年）に似ています。米国の原発で、毎年の検査をおざなりにして、形式だけ整えていたことが、原発の安全性を脅かし始めます。ある現場の技術者(ジャック・レモン)が、これに懸念を抱いて慎重に検査すべきだと主張したのですが、発電所の所長や、その上の会社の上層部にとっては、原発の稼働を継続することが至上命令であって、彼の懸念を無視して、原発を稼働させる。彼は検査が実質的に行われていないことを確かめ、原発の司令室で反乱を起こし、殺されてしまう、という悲劇を描いています。
ここには、最初に原子力を発明し発電に利用した当のアメリカ自体も、近代が生んだ技術やシステム・組織が、生身の人間と対立してしまう、ということを解決することができないで苦しんでいることが表されています。

この映画の唯一の救いは、電力会社側が、ジャック・レモンの勝手な行動が事故の原因だと強弁したのに対し、発電所の仲間が、最後になって、殺された技術者を擁護するコメントをテレビに向かって明言するシーンです。

　最後は、やや情緒的なメッセージになりましたが、以上で私の最終講義を終わりたいと思います。
　皆様、長くお付き合い下さり、有り難うございました。
注
�　例外的に、経済法総論ないし原理論を扱うものとして、金沢良雄『経済法〔新版〕』（有斐閣、1980年）、正田彬『経済法講義』（日本評論社、1999年、丹宗暁信＝厚谷襄児編『新現代経済法入門(第3版)』（法律文化社、2006年）がある。なお、ドイツの「経済法」と名付けられた本の多くには、この総論に当たる部分がある。


� 　舟田「同調と拘泥の狭間で」ニューズ立教1985年3月25日号５頁。ここで、立教の卒業生に対し、過度の同調を戒めたつもりです。


�  野口悠紀雄『1940年体制----さらば「戦時体制」』（東洋経済新報社、増補版、2010年）212頁以下、同『戦後日本経済史』 (新潮選書,2008年) 127頁以下、猪木武徳『戦後の世界経済史』（中公新書、2009年）243頁以下、橋本寿朗＝長谷川信＝宮島英昭『現代日本経済』（有斐閣、第3版、2011年）154頁以下、特に158頁以下等を参照。


� 「行政指導の範囲明確に」日本経済新聞1984年2月24日付夕刊。この点については、舟田「経済法・独禁法」アエラムック『法律学がわかる』（朝日新聞社、1996年）30頁以下で述べました。


� � HYPERLINK "http://www.jftc.go.jp/kansei/gaiyou.pdf" �http://www.jftc.go.jp/kansei/gaiyou.pdf�





� 「中曽根民活」と呼ばれた一連の政策に関しては、舟田「公共的事業に関する「民活」・「規制緩和」」『田中二郎追悼　行政法の諸問題（上巻）』（有斐閣、1990年）537頁以下


� 『情報通信と法制度』（有斐閣、1995年）に所収の諸論文、および、舟田「IT革命推進のための電気通信審議会第一次答申について（上・下）」ジュリスト1197号52頁以下、1199号48頁以下（2001年）等を参照。


� 　国鉄問題については、舟田「公企業の解体・再編と法－－－国鉄改革案をめぐって－－－」法律時報58巻8号37-45頁（1986年）、「座談会、国鉄分割・民営化の焦点」法律時報58巻12号6-24頁（1986年）、 「座談会、国鉄分割・民営化の問題点」ジュリスト860号8-25頁以下（1986年）。電力については、舟田「公共企業に関する法制度論序説（2）、（3）－－－－コ－ジェネレーションに関する法制度」立教法学37号106頁以下、39号196頁以下（1992年、1994年）、舟田「公益事業の規制緩和－－－電力を中心として」ジュリスト1044号103頁以下（1994年）、その後も断続的に論文を公表しているが、近く単行本に収録する予定であり、ここでは省略する。


�　総合資源エネルギー調査会電気事業分科会原子力部会 報告書「原子力立国計画」（2006年）


� HYPERLINK "http://www.enecho.meti.go.jp/policy/nuclear/pptfiles/061020hokokusho.pdf" �http://www.enecho.meti.go.jp/policy/nuclear/pptfiles/061020hokokusho.pdf�


同年、原子力委員会が「原子力立国計画」を了承。「原子力立国計画」を「エネルギー基本計画改定」の主要部分として取り込み、2007年3月に閣議決定。http://www.enecho.meti.go.jp/policy/nuclear/nuclear00.htm


� 　正田彬『消費者の権利』（岩波新書、2010年）1頁以下参照。


� 　経済的規制と社会的規制という区別があるが、これは厳密なものではなく、規制緩和論とともに、政策上の提言を行うなどの実際的な観点から立てられたものであり、今回はこれについては割愛。


� 　この他、公共財の存在(フリー・ライダーが不可避)も挙げられるのが通例ですが、これは仕組み次第で競争に適するように変えられることが多く、近年では「準公共財」を政策的に公的機関が供給することなどが議論されています。


�　スティグラー、ジョージ・J（余語将尊・宇佐見泰生訳）『小さな政府の経済学』（東洋経済新報社、1983年）179頁。利益集団が各種の規制の中でも反トラスト法とかかわることについて、二本柳高信「利益集団と立法-----反トラスト法州行為法理をめぐる論争を手がかりに-----」都法41巻2号389頁以下〔2001年〕を参照。


� 　スティグラー・前注13『小さな政府の経済学』107頁。


� 　米国における議論の詳細は、古城誠「規制緩和論とアメリカ行政法----規制の失敗と裁判所の役割」アメリカ法（1986-2）273頁以下を参照。


� 都留重人『市場には心がない--- 成長なくて改革をこそ』（岩波書店、2006年）の冒頭箇所を参照。


� 　誤解をおそれずに言えば、電気通信分野での規制緩和と規制強化は、ともに自由かつ公正な競争を実現するためのものであり、積極的に評価できる面が多いのに対し、電気事業分野におけるそれには問題が多い、ということだけ指摘しておきます。


� 　消費者の取引は、生身の人間が行うものだということは、正田・前注10『消費者の権利』の基本的な立脚点です。


� 「『自然な』経済過程は完全に自動的な、盲目的なプロセスではなくて、すべて個人の意識的な努力の相互作用の結果であり」大野忠男『自由・公正・市場---- 経済思想史論考』（創文社，1994年）19頁以下　





�　極端な例として、「フェア・トレード」の運動が提起しているように、途上国の労働者の生活改善と自立のために取引する、ということもあり得ます。


�　立花隆氏のインタビュー記事（朝日新聞2002年7月14日付朝刊）より。
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